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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第40期

中間連結会計期間
第41期

中間連結会計期間
第40期

会計期間
自2024年11月１日
至2025年４月30日

自2025年11月１日
至2026年４月30日

自2024年11月１日
至2025年10月31日

売上高 （千円） 2,138,818 2,249,020 4,495,008

経常利益 （千円） 358,934 336,256 709,773

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 242,976 230,782 491,324

中間包括利益又は包括利益 （千円） 242,976 230,782 491,324

純資産額 （千円） 3,542,714 3,870,609 3,810,285

総資産額 （千円） 4,315,128 4,641,518 4,695,650

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 105.83 99.29 213.53

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） 104.72 98.57 211.76

自己資本比率 （％） 82.10 83.39 81.15

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 345,492 115,935 743,009

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △354,088 △29,480 △265,822

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △132,454 △177,364 △114,572

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 2,841,982 3,254,738 3,345,647

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得関係の改善により緩やかな回復基調にありますが、物

価上昇や中東情勢の影響など、先行きが不透明な状況にあります。

当社グループは、「総合販促支援企業」として新たな価値を創造していくため、引き続き、①シェア拡大、②

機能拡大、③領域拡大の３つの戦略を掲げ、実行しております。

シェア拡大戦略について、各拠点において顧客基盤を拡大するため、既存顧客への提案強化、新規顧客獲得活

動に注力するとともに、営業力を強化するため人材育成を進めました。また、マーケティング部門によるWEB集

客の強化や各種のデータ分析により、効果的かつ効率的な営業活動を推進し、第３四半期以降の成果に繋げるた

めに積極的に行動しました。

機能拡大・領域拡大については、最新のデジタル技術を駆使し、お客様の事業成長に貢献するべく、AIカメラ

による来場者分析ソリューションや、従来の液晶ディスプレイとは異なり背景が透けて見える透過型モニターの

提供を開始いたしました。また、東京本社での内覧会の開催や、展示会への出展により多くの取引先に最新のデ

ジタルソリューションを体験していただくことで、第３四半期以降に向けて複数の大型の引き合いを獲得できま

した。

オフセット印刷やシルクスクリーン印刷、オンデマンド印刷等の少品種多量生産型のプリントソリューション

及びオーダーグッズ制作については、引き続き、協力会社とのネットワークを拡大、強化することで、高品質な

ものを短納期で提供できる体制をより強固なものにし、売上・利益ともに前年を大きく上回る勢いで業績を拡大

しております。オーダーグッズ制作については、自社設備による内製化を進め、高品質かつ短納期の対応力を高

めました。

加えて、当連結会計年度から新たな事業領域に注力すべく、「包む」を通じてブランドの想いと顧客の心を結

び、開封の瞬間に感動と期待を生み出すことを目指して、紙器、貼箱、ギフトBOXなどのパッケージソリュー

ションの提供を開始いたしました。EC取引の拡大に合わせてパッケージ印刷市場も成長しており、既存事業で

培ってきたデザイン、製造、加工のノウハウと協力会社とのネットワークの構築により小ロット・高品質なサー

ビスを展開しており、内覧会の開催などを通じて順調に認知を拡大し、想定を上回るペースで受注を拡大してお

ります。

生産体制については、引き続き高収益体質の生産体制を構築し、生産性や品質管理の向上に繋げるべく、業務

標準化により属人化しない技術による「人に依存しない」生産工程の実現、スマートファクトリー化を推進して

おり、省力化のための設備投資や、自動化に向けた検討、品質管理体制の強化、最新の設備を使いこなすための

人材育成を進めました。

なお、中東情勢の影響につきまして、当社が使用しているインクジェットプリンター向けインクについては、

現時点においてメーカーからの供給停止や価格上昇といった重要な影響は発生しておりません。また、関連する

石油化学由来の部材や梱包資材につきましても、今後の価格上昇や供給動向には注視しておりますが、当社では

仕入先との連携による在庫確保や代替品調達などの体制を整えており、現時点において重要な影響は発生してお

りません。

また、グループ会社の株式会社イデイ（以下、「イデイ社」）については、グループとしてのシナジー効果を

高めるため、当社とイデイ社の営業担当が同行営業を行い、顧客へ共同提案を行うことで受注機会の拡大を進め

るとともに、協力会社を相互利用するなど、仕入面での効果も生まれております。また、イデイ社のデザイン業

務の内製化を進め、管理業務の一部をグループ内で共通化することで利益率の向上に努めております。

以上の結果、売上高は2,249,020千円、営業利益は336,059千円、経常利益は336,256千円、親会社株主に帰属

する中間純利益は230,782千円となりました。

なお、通期業績予想に対する進捗は、売上高で約45.0％、営業利益で約44.8％となっております。第１四半期

においては、当社グループの主力であるインクジェットプリントは、例年、年末年始を含む第１四半期において

受注が比較的落ち着く季節性があることや、前年が大阪・関西万博関連により需要が高水準であったことの反動

に加え、物価高等を背景とした需要動向の不透明さから、一部の国内企業において販売促進活動を一時的に抑制

する動きが見られたことなど、業績の進捗が鈍いスタートとなりましたが、３月には当社単体で過去最高の売上

高と営業利益を計上するなど、第２四半期においては国内企業が３月の事業年度末に向けて販売促進活動を活発

化させる傾向に沿って受注が拡大しました。
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第３四半期以降においては、FIFAワールドカップ、アジア競技大会などの国際スポーツイベントに関連した販

促物や、シティドレッシング、イベント等の案件の発生が見込まれ、また、例年受注している規模の大きなイン

クジェットプリントの案件についても今年は第３四半期以降に比重が大きくなっております。さらに、プリント

ソリューション、オーダーグッズ制作、パッケージソリューションは順調に売上を伸ばしており、デジタルサイ

ネージについても大型案件の引き合いが複数進行しており、売上拡大が期待される状況です。

また、当連結会計年度における戦略的な取り組みとして、総合販促支援企業として新しい体験価値を創造する

べく、東京都内に新拠点を開設し、7月から8月にかけて当社東京本社、当社横浜ファクトリー、イデイ社東京オ

フィスを順次統合します。新拠点の開設に向けた準備は順調に進んでおり、これまで分散していた企画、営業、

生産機能を集約することで、グループとしてのシナジー効果を最大化し、顧客対応力をさらに向上させ、業務の

効率化と迅速化を進めます。

以上の状況を踏まえ、業績は今後キャッチアップが可能な範囲内で推移していると認識しており、現時点にお

いて通期業績予想に対しては概ね計画に沿って進捗しているものと考えております。

なお、前連結会計年度において、イデイ社の第１四半期期末日である2024年12月20日をみなし取得日とし、イ

デイ社の損益については第２四半期以降の損益を連結決算に取り込んでいるため、損益に関して前年同期との比

較は行っておりません。

また、当社グループはセールスプロモーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の経営成績の

記載はしておりません。

 

財政状態の状況

（流動資産）

当中間連結会計期間末の流動資産は、4,173,905千円（前連結会計年度末は4,235,261千円）となり、61,356

千円減少いたしました。その主な要因といたしましては、営業活動を通じて売掛金が25,356千円増加したもの

の、配当金の支払などにより現金及び預金が90,909千円減少したことによるものであります。

（固定資産）

当中間連結会計期間末の固定資産は、467,612千円（前連結会計年度末は460,389千円）となり、7,223千円

増加いたしました。これは、主として設備投資による増加が減価償却による減少を上回ったものであります。

（流動負債）

当中間連結会計期間末の流動負債は、567,907千円（前連結会計年度末は680,264千円）となり、112,356千

円減少いたしました。その主な要因といたしましては、賞与の支給により賞与引当金が53,106千円減少すると

ともに、前期に係る納税の影響で未払法人税等が31,192千円減少したことによるものであります。

（固定負債）

当中間連結会計期間末の固定負債は、203,001千円（前連結会計年度末は205,101千円）となり、2,099千円

減少いたしました。その主な要因といたしましては、返済によりリース債務が758千円、顧客関連資産の償却

により繰延税金負債が1,059千円それぞれ減少したことによるものであります。

（純資産）

当中間連結会計期間末の純資産は、3,870,609千円（前連結会計年度末は3,810,285千円）となり、60,323千

円増加いたしました。その主な要因といたしましては、剰余金の配当による185,559千円の減少があったもの

の、中間純利益230,782千円を計上したことによるものであります。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、3,254,738千円（前

連結会計年度末は3,345,647千円）となり、90,909千円減少いたしました。

当中間連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況は、次の通りです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は115,935千円となりました。これは主に、法人税等の支払138,016千円や賞与引

当金の減少53,106千円などの資金減少要因があったものの、税金等調整前中間純利益336,420千円を計上したこ

とによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は29,480千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出27,623

千円によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は177,364千円となりました。これは主に配当金の支払額185,430千円によるもの

であります。

なお、前連結会計年度において、イデイ社の第１四半期期末日である2024年12月20日をみなし取得日とし、

イデイ社のキャッシュ・フローについては第２四半期以降のキャッシュ・フローを連結決算に取り込んでいる

ため、キャッシュ・フローに関して前年同期との比較は行っておりません。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せん。

また、前事業年度に掲げた課題については、当中間連結会計期間も引き続き取り組んでおります。

 

（６）研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年６月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,335,300 2,335,300
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

制限のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

単元株式数は100株

であります。

計 2,335,300 2,335,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年11月１日～

2026年４月30日（注）
8,500 2,335,300 4,590 305,062 4,590 295,062

（注）新株予約権の行使による増加です。
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（５）【大株主の状況】

  2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

英知興産株式会社 兵庫県西宮市上甲東園１－23－10 1,270 54.49

吉岡　裕之 大阪府茨木市 113 4.84

小島　洲雄 横浜市神奈川区 68 2.93

ビーアンドピー従業員持株会 大阪市西区江戸堀２－６－33 45 1.94

永井　詳二 東京都港区 38 1.63

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２－６－21 30 1.32

和田山　朋弥 兵庫県西宮市 28 1.21

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG

（FE－AC）

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１－４－５）

18 0.80

和田山　英一 兵庫県西宮市 16 0.68

株式会社ビスカ・インターナショナル 東京都新宿区新宿６－24－20 13 0.55

計 － 1,641 70.44
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。単元

株式数は100株でありま

す。
普通株式 5,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,326,100 23,261 同上

単元未満株式 普通株式 4,200 － －

発行済株式総数  2,335,300 － －

総株主の議決権  － 23,261 －

 

②【自己株式等】

    2026年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社ビーアンドピー

大阪市西区江戸堀二

丁目６番33号
5,000 － 5,000 0.21

計 － 5,000 － 5,000 0.21

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年４月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社ビーアンドピー(E34800)

半期報告書

 9/21



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年10月31日）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,345,647 3,254,738

受取手形 22,699 1,599

電子記録債権 71,636 59,797

売掛金 629,621 654,978

商品及び製品 932 19,574

仕掛品 43,150 46,788

原材料及び貯蔵品 13,125 20,467

その他 112,460 119,511

貸倒引当金 △4,013 △3,549

流動資産合計 4,235,261 4,173,905

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 100,548 100,548

機械装置及び運搬具 555,103 552,879

工具、器具及び備品 23,466 24,666

土地 18,106 18,106

その他 10,268 52,398

減価償却累計額 △536,379 △559,760

有形固定資産合計 171,113 188,838

無形固定資産   

ソフトウエア 20,080 19,494

のれん 58,259 52,912

その他 48,065 43,444

無形固定資産合計 126,405 115,851

投資その他の資産   

繰延税金資産 118,202 118,202

その他 54,983 55,036

貸倒引当金 △10,316 △10,316

投資その他の資産合計 162,869 162,922

固定資産合計 460,389 467,612

資産合計 4,695,650 4,641,518
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年10月31日）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 250,507 225,256

リース債務 2,241 1,885

未払金 28,269 37,173

未払法人税等 152,372 121,179

賞与引当金 115,076 61,970

役員賞与引当金 6,550 －

その他 125,247 120,443

流動負債合計 680,264 567,907

固定負債   

長期未払金 180,401 180,338

リース債務 758 －

退職給付に係る負債 490 265

繰延税金負債 20,216 19,157

その他 3,235 3,240

固定負債合計 205,101 203,001

負債合計 885,365 770,908

純資産の部   

株主資本   

資本金 300,472 305,062

資本剰余金 291,862 298,769

利益剰余金 3,229,401 3,274,625

自己株式 △11,450 △7,847

株主資本合計 3,810,285 3,870,609

その他の包括利益累計額   

その他の包括利益累計額合計 － －

非支配株主持分 － －

純資産合計 3,810,285 3,870,609

負債純資産合計 4,695,650 4,641,518
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

売上高 2,138,818 2,249,020

売上原価 1,216,309 1,278,258

売上総利益 922,508 970,762

販売費及び一般管理費 ※ 570,792 ※ 634,702

営業利益 351,716 336,059

営業外収益   

受取利息 352 45

未払配当金除斥益 29 24

受取補償金 252 90

補助金収入 6,000 －

自販機収入 40 37

雑収入 568 27

営業外収益合計 7,244 225

営業外費用   

支払利息 25 28

営業外費用合計 25 28

経常利益 358,934 336,256

特別利益   

固定資産売却益 - 163

特別利益合計 - 163

特別損失   

固定資産除却損 220 -

特別損失合計 220 -

税金等調整前中間純利益 358,714 336,420

法人税、住民税及び事業税 115,858 106,697

法人税等調整額 △120 △1,059

法人税等合計 115,737 105,637

中間純利益 242,976 230,782

非支配株主に帰属する中間純利益 - -

親会社株主に帰属する中間純利益 242,976 230,782
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

中間純利益 242,976 230,782

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 - -

中間包括利益 242,976 230,782

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 242,976 230,782

非支配株主に係る中間包括利益 - -
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 358,714 336,420

減価償却費 35,662 33,172

敷金償却費 510 1,785

のれん償却額 3,901 5,347

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,617 △463

賞与引当金の増減額（△は減少） △51,938 △53,106

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,370 △6,550

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 30 △225

受取利息及び受取配当金 △352 △45

支払利息 25 28

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 220 △163

売上債権の増減額（△は増加） 82,955 7,583

棚卸資産の増減額（△は増加） △16,756 △29,620

仕入債務の増減額（△は減少） 16,646 △25,251

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,544 △20,965

長期未払金の増減額（△は減少） △3,837 △62

その他 10,406 6,052

小計 432,892 253,935

利息及び配当金の受取額 21 45

利息の支払額 △25 △28

法人税等の支払額 △87,395 △138,016

営業活動によるキャッシュ・フロー 345,492 115,935

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △131,195 △27,623

有形固定資産の売却による収入 - 163

有形固定資産の除却による支出 △242 -

無形固定資産の取得による支出 △4,630 △2,170

短期貸付金の増減額（△は増加） △90,000 -

敷金の差入による支出 △70 △151

敷金の回収による収入 332 -

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△27,961 -

定期預金の預入による支出 △300 -

定期預金の払戻による収入 34,377 -

長期貸付けによる支出 △134,400 -

その他 0 300

投資活動によるキャッシュ・フロー △354,088 △29,480

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権の行使による株式の発行による収入 5,616 9,180

リース債務の返済による支出 △545 △1,114

配当金の支払額 △137,524 △185,430

財務活動によるキャッシュ・フロー △132,454 △177,364

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △141,050 △90,909

現金及び現金同等物の期首残高 2,983,032 3,345,647

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,841,982 ※ 3,254,738
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
 前中間連結会計期間
(自 2024年11月１日
　至 2025年４月30日)

 当中間連結会計期間
(自 2025年11月１日
　至 2026年４月30日)

給料及び手当 272,847千円 288,565千円

退職給付費用 6,101 5,835

貸倒引当金繰入額 8,617 △463

賞与引当金繰入額 21,841 31,615

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の通り

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年11月１日
至 2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年11月１日
至 2026年４月30日）

現金及び預金勘定 2,892,148千円 3,254,738千円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △50,166 －

現金及び現金同等物 2,841,982 3,254,738

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年11月１日　至　2025年４月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年１月28日

定時株主総会
普通株式 137,615 60 2024年10月31日 2025年１月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年１月27日

定時株主総会
普通株式 185,559 80 2025年10月31日 2026年１月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、セールスプロモーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
(自 2024年11月１日
　至 2025年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年11月１日
　至 2026年４月30日)

顧客との契約から生じる収益 2,138,818 2,249,020

その他の収益 － －

合計 2,138,818 2,249,020

（注）当社グループはインクジェットプリントを主力とするセールスプロモーション事業を主たる事業として

おり、顧客との契約から生じる収益は、大部分が一時点で顧客に移転される財またはサービスから生じ

る収益であり、一定の期間にわたり顧客に移転される財またはサービスから生じる収益の重要性はあり

ません。

よって、開示の重要性は乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

通りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日
至　2026年４月30日）

（１）１株当たり中間純利益 105円83銭   99円29銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 242,976 230,782

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
242,976 230,782

普通株式の期中平均株式数（株） 2,295,826 2,324,437

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 104円72銭 98円57銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 24,387 16,902

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ビーアンドピー(E34800)

半期報告書

19/21



 
 独 立 監 査 人 の 中 間 連 結 財 務 諸 表 に 対 す る 期 中 レ ビ ュ ー 報 告 書  

 

2026年６月９日

株式会社ビーアンドピー

取　締　役　会　御　中

 

PwC Japan有限責任監査法人

京都事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浦　上　卓　也

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森　本　健太郎

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビーアン

ドピーの2025年11月1日から2026年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年11月1日から2026年4月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ビーアンドピー及び連結子会社の2026年4月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

　（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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